
産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

目
標

1,300 人 1,300 人 1,300 人

実
績

776 人

達
成
率

59.7 ％

目
標

33 ％ 33 ％ 35 ％

実
績

14.2 ％

達
成
率

43.0 ％

目
標

95 ％

実
績

89.2 ％

達
成
率

93.9 ％

目
標

95 ％ 95 ％ 95 ％

実
績

96.3 ％

達
成
率

101.4 ％

目
標

80 社 80 社 80 社

実
績

43 社

達
成
率

53.8 ％

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

80,415 80,410
雇用
政策
課

　若年者の就業支
援の拠点として
「若者ワークプラ
ザ北九州」及び
「若者ワークプラ
ザ北九州・黒崎」
において、就業相
談、セミナー、職
業紹介等を実施
し、若年者の就業
を促進する。

就職決定者数
1,360人
(H30年
度)

R2年度 R3年度 R4年度

Ⅰ-1-
(4)-③
若者の
自立支
援

1 ❽
若者ワークプ
ラザ北九州運
営事業

95％
(毎年
度)

施設の稼働率

 コロナ禍においても、有効
求人倍率の高い、建設・製
造・介護を中心に労働移動を
促すとともに、一人ひとりに
寄り添ったサポートを行うこ
とで、若者の就職を支援して
いく。

Ⅰ-2-
(1)-①
北九州
学術研
究都市
の機能
の充実

2
⑧
❾

学術研究都市
管理運営事業

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

　アジアの中核的
学術研究拠点の形
成と本市の産業振
興拠点としての機
能を高めるため、
北九州学術研究都
市の学術研究施設
を一体的に管理・
運営することで、
本市の産業を支え
る知的基盤の充実
を図る。

維持 8,995 やや
遅れ

　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響によって、本市の
雇用情勢は厳しい状況にあ
る。未就職・失業状態が長期
化した場合、更に就職が困難
な状態となるため、人手不足
業種への就職を丁寧に支援す
ることで、若者の早期就職に
繋げていく。

順調
1,300人
(毎年
度)

継続

利用者の満足度
95％

(H24年
度)

順調

　更なる施設・設備のコスト
削減を図ることにより、効率
的な管理運営を実施する。ま
た、効果的なPRにより学術研
究都市の魅力や認知度を向上
させ、施設の稼働率を改善さ
せていく。

順調

　魅力ある施設を実現するた
め、大学、企業、一般利用者
等のニーズを踏まえて、施設
の利便性、利用者の満足度を
高めていく。また、FAISが有
する広範なネットワークを通
じた産学連携施設を促進する
ことにより、更なる稼働率の
向上に努める。

791,805 維持 9,300

32％
(H29年
度)

35％
(R4年
度)

継続 791,717

327,983

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

　（公財）北九州
産業学術推進機構
（FAIS）が行う大
学間連携事業のほ
か、産学連携、半
導体技術拠点形
成、技術移転等の
実施に対する支援
等を行うことによ
り、北九州学術研
究都市の研究開発
拠点としての機能
を高め、地域にお
ける産業技術の高
度化と新たな産業
の創出を図る。

学研都市の取り
組み評価（学研
都市内の大学や
入居企業・研究
機関の評価）

60％
(H25年
度)

95％
(毎年
度)

新たな研究開発
プロジェクトに
参加した企業数

61社
(H27年
度)

80社
(R4年
度)

Ⅰ-2-
(1)-③
最先端
の研究
開発を
担う人
材の確
保・育
成

3
⑧
❾

学術研究拠点
推進事業

　（公財）北九州産業学術推
進機構の第5期中期計画
（2018-2022）を踏まえて、
これまで取り組んできた先端
の研究開発を担う人材の確
保・育成に加えて、本市の生
産性向上に寄与する体制を整
える。
　令和4年度は新型コロナウ
イルス感染症対策を鑑み、令
和3年度に引き続き会議や企
業訪問のオンライン化、職員
のテレワークの推進等新しい
生活様式を踏まえた「働き方
の新しいスタイル」の推進や
事業の見直しを図っていく。

順調

　企業のロボットやIoTの活
用等による革新的生産性向上
に向けた支援等を行うことに
より、自らものづくりの変革
や価値の創造に取り組むよう
な中小企業の人材を増やして
いく。

維持 7,325 順調継続 344,719
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

345 人 360 人 375 人

実
績

314 人

達
成
率

91.0 ％

目
標

100 ％ 100 ％

実
績

100 ％

達
成
率

100.0 ％

目
標

目
標

目
標

目
標

目
標

― ―

目
標

雇用
政策
課

　市内就職を希望
する学生と企業と
のマッチングを体
系的に推進するこ
とで、若者の地元
就職及び地元企業
の人材確保につな
げる。

インターンシッ
プ参加者数

223人
(H30年
度)

400人
(R6年
度)

Ⅰ-2-
(2)-①
成長産
業を支
える高
度人材
の育成

4 ❽
インターン
シップ等推進
事業

増額 3,960

事業承継・M&A
促進化事業助成
金の支援を行っ
た企業の中で、
事業承継計画の
策定またはM&A
の着手に至った
企業割合

※指標廃止

100％
(H29年
度)

100％
(毎年
度)

継続

単年度目標
設定なし

10社(R2
～R6年
度累計)

Ⅰ-2-
(3)-①
中小企
業の後
継者育
成の支
援

5 ❽
事業承継・M
＆A促進化事
業

中小
企業
振興
課

　中小企業経営者
の高齢化に伴い中
小企業の数が年々
減少するなど、事
業承継は本市中小
企業の喫緊の経営
課題の一つとなっ
ている。
　このため、潜在
ニーズの掘り起こ
しから事業承継計
画の策定など具体
的な成果の創出ま
でをトータルでサ
ポートすること
で、市内中小企業
の円滑な事業承継
を促進するもの。

減額 3,200 順調

　地元就職促進のため、短期
長期のインターンシップに取
り組むほか、地元企業の若手
社員と学生の交流会を実施す
るなど、企業のインターン
シッププログラムの魅力や、
地元企業の認知度の向上を図
る。

順調

　地元就職促進のため引き続
きインターンシップに注力す
るほか、市内企業に対する課
題解決型インターンシップの
実践支援などを通じて、企業
のインターンシッププログラ
ムの魅力向上を図る。

継続 10,000 9,000

　長引くコロナ禍により市内
中小企業をとりまく経済環境
が悪化している。中小企業者
へこれまで以上に寄り添い、
情報提供や企業訪問など相談
体制等をより充実させる。

事業承継・M＆A
の承継を完了し
た企業数

※指標追加

2社
（R2年
度）

順調

　引き続き中小・小規模企業
のニーズに効率的かつ効果的
に対応する。

【指標廃止・追加の理由】
　局の個別計画である「第2
期北九州市まち・ひと・しご
と創生総合戦略」の指標と連
動させるため。
　

順調

―

　長引くコロナ禍による経済
活動の低迷により、休廃業を
選択する企業が増加すること
が予想されているため、経営
支援や事業承継支援の体制を
強化する。

5,000 5,300

単年度目標
設定なし

10社(R2
～R6年
度累計)

― 5,600 3,960
事業承継・M＆A
の承継を完了し
た企業数

2社
（R2年
度）

6 ❽

雇用を守る事
業承継・引継
ぎ支援強化事
業

中小
企業
振興
課

　後継者不在の事
業者やコロナ禍で
休廃業を検討して
いる事業者に寄り
添い、情報提供や
企業訪問など、相
談体制を強化する
ことで、市内企業
の経営資源の散逸
防止や雇用の場を
守る。
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

135 名 135 名 145 名

実
績

132 名

達
成
率

97.8 ％

目
標

10,500 人 12,250 人 14,000 人

実
績

10,623 人

達
成
率

101.2 ％

目
標

80 社

実
績

達
成
率

Ⅰ-2-
(3)-②
技術・
技能を
継承す
る人材
の育成

7 ❾
北九州技能伝
承推進事業

維持 15,400

150名
(R5年
度)

継続 8,170 8,170

15,750
人

(R5年
度)

　北九州ゆめみらいワーク事
業等の他事業との連携や学校
等への更なる周知により、マ
イスターや技の達人の認知度
向上を目指す。また、新型コ
ロナウイルス感染症対策を講
じながら、マイスターの認定
や技能伝承講座等の開催を行
い、引き続き、技能伝承活動
の推進を図る。

順調

　新型コロナウイルス感染症
対策を講じながら、マイス
ターの認定や技能伝承講座等
の開催を行い、引き続き、技
能伝承活動の推進を図る。

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

　市内企業のDXを
進めるため、デジ
タル化やデータ活
用等を提案できる
ベンダー企業と活
用を検討する市内
ユーザー企業をつ
なぐプラット
フォームを運営す
る。その中で、デ
ジタル化サポート
センターを中心と
した伴走支援を行
うとともに、シス
テム導入経費や人
材育成経費など各
種取組経費の補助
を行う。

DX導入企業数
（累計）

Ⅳ-1-
(1)-①
地域企
業のビ
ジネス
展開を
推進す
る組織
横断的
な体制
の整備

8
⑧
❾

生産性向上の
ためのDX・デ
ジタル化推進
事業

順調
雇用
政策
課

　金属・機械・電
気等の工業系分野
を対象とした「北
九州マイスター」
と、暮らしに身近
な生活関連・サー
ビス産業なども含
めた幅広い分野を
対象とした「北九
州技の達人」の2つ
の制度において、
高度技能者を認
定・表彰する。
　認定された高度
技能者の協力の
下、優れた技能を
次代に継承し、地
域産業の振興に貢
献するための技術
継承活動を推進す
る。

マイスター及び
技の達人認定延
べ人数（毎年交
互に認定）

129名
(H30年
度)

講座受講者と実
技指導受講者の
合計（累計）

7,495人
(H27～
H30年
度)

11,050 ―

　市内企業の労働生産性を高
めるため、DX推進プラット
フォーム、デジタル化サポー
トセンター、DX補助金の3事
業について、デジタル化サ
ポートセンターの専門家派遣
とDX補助金の伴走支援を連携
させるなど、より効果的な連
携の上、支援内容の充実を図
る。

―

　市内企業のDXを推進するた
め、「北九州市DX推進プラッ
トフォーム」の取組みをさら
に進めるとともに、DX推進に
向けた市内企業への補助を拡
充して実施。

70,000 100,000 増額―

単年度目標
設定なし

110社
(R2～R5
年度累
計)

―
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

65 ％ 65 ％ 65 ％

実
績

0 ％

達
成
率

0.0 ％

目
標

65 ％ 65 ％ 65 ％

実
績

達
成
率

目
標

90 ％ 90 ％ 90 ％

実
績

100 ％

達
成
率

111.1 ％

目
標

95 ％ 95 ％ 95 ％

実
績

100 ％

達
成
率

105.3 ％

Ⅳ-1-
(1)-②
中小企
業の競
争力向
上

9 ❽
ビジネスチャ
ンス拡大支援
事業

11 ❽
中小企業支援
センター特定
支援事業

10
❽
⑨

中小企業技術
開発振興助成
金

中小
企業
振興
課

　新技術・新製品
開発に取り組む中
小企業に対する研
究開発費の助成を
行うことにより、
中小企業の技術開
発力の向上と高付
加価値企業への転
換を促進する。

製品化・実用化
の割合（助成5
年後）

減額 1,980 遅れ
　引き続き中小・小規模企業
のニーズに効率的かつ効果的
に対応する。

順調

　企業ニーズ等を踏まえ、引
き続き効率的な運営に努めて
いく。
　販路拡大や技術開発等の支
援を行うことで、中小企業の
競争力向上を図る。

順調

　企業ニーズ等を踏まえ、補
助交付額の見直しなど、適切
かつ効率的な運営に努めてい
く。また、金融機関や税理士
等のマネージャーを中小企業
に効果的に活用していただけ
るよう、企業訪問時のPRなど
積極的な運営を努めていく。

継続 16,436 15,064

中小
企業
振興
課

　技術力はあるが
営業経験に乏し
く、情報発信力も
十分ではない地元
中小企業の受注拡
大・販路開拓の取
組みを支援するも
の。
①大規模展示会等
出展支援
②巡回指導・マッ
チングコーディ
ネート（（公財）
北九州産業学術推
進機構が実施）

大規模展示会等
出展支援を行っ
た企業の中で、
商談成約に至っ
た企業割合

67％
(H22年
度)

65％
(毎年
度)

中小
企業
振興
課

　中小企業支援法
第7条に基づき、
（公財）北九州産
業学術推進機構を
指定法人として、
平成14年度に北九
州市中小企業支援
センター（以下
「中小企業支援セ
ンター」）を開設
し、市内中小企業
のための窓口相
談・専門家派遣・
情報提供など、専
門的かつ総合的な
サービスを提供し
ている。
　市は、これらの
事業を行うために
必要な経費を補助
している。

利用者アンケー
トによる満足度
（窓口相談）

81％
(H22年
度)

利用者アンケー
トによる満足度
（専門家派遣）

96％
(H25年
度)

21,116 維持 3,825 順調
　企業ニーズ等を踏まえ、引
き続き効率的な運営に努めて
いく。

67％
(H18年
度助成
実施分)

65％
(毎年
度)

継続 21,986

50％
(H27年度助
成分・5年経

過後)

―

維持 2,730

90％
(毎年
度)

継続 18,283 18,041

95％
(毎年
度)
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

90 ％ 90 ％ 90 ％

実
績

99.7 ％

達
成
率

110.8 ％

目
標

4 人

実
績

達
成
率

目
標

50 ％ 50 ％

実
績

達
成
率

目
標

20 件 20 件 20 件

実
績

61 件

達
成
率

305.0 ％

目
標

2 件 2 件 2 件

実
績

2 件

達
成
率

100.0 ％

13
❽
⑨

スタートアッ
プSDGsイノ
ベーショント
ライアル事業

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

　優れた目利き能
力を有するベン
チャーキャピタル
と協調して、事業
化から出口まで切
れ目のない支援を
行うことで、ス
タートアップの成
長を加速させ、市
内に魅力ある雇用
を創出する。

維持 11,050 順調

　引き続き北九州テレワーク
センターをハブとしたベン
チャー企業の創出・育成に取
り組む。

順調

　引き続き北九州テレワーク
センター（COMPASS小倉）を
創業支援の中核施設として、
市内の様々な創業支援事業者
と連携しながら、創業を予定
している方や創業間もない方
のニーズに沿った支援を実施
する。
　また、大きく成長するス
タートアップ企業が市内から
出てくるよう市内の創業支援
事業者やベンチャーキャピタ
ルなどと連携した支援を実施
するともに、市外の有望なス
タートアップ企業を市内に集
積・定着させ、本市産業の活
性化を図っていく。

―

　目利き能力の優れた実績の
あるベンチャーキャピタルの
呼び込みを行うとともに、実
証支援事業と事業化支援事業
の双方の連携が取れる制度の
構築を行うことで、スタート
アップの成長確度を高めると
ともに、市外からの有望なス
タートアップ企業の集積と本
市への定着を図る。
　また、有望なスタートアッ
プ企業を採択し、その件数を
増やすことで、本市の産業の
活性化と雇用の創出の加速を
図る。
　加えて、単年度目標を設
定・明確化し、目標管理を徹
底する。

【中期目標の変更理由】
　令和4年度の補助金交付件
数の増加によるもの。（令和
3年度：4件→令和4年度以
降：毎年度5件）

継続 119,947 117,965

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

　北九州テレワー
クセンターを「日
本一起業家に優し
いまち」のシンボ
ルとして市内全般
の創業を支援する
ネットワークの中
心施設とする。

施設入居率
72％

(H28年
度)

90％
(毎年
度)

90,000 増額 13,800

27人
(R6年度
までの
累計)

― 80,000

雇用創出数

※中期目標改訂
―

単年度目標
設定なし

Ⅳ-1-
(1)-⑤
地元企
業の高
度化・
新製品
開発支
援

14
⑧
❾

研究開発プロ
ジェクト支援
事業

50％
(毎年
度)

製品化・実用化
の割合

―

Ⅳ-1-
(1)-③
ベン
チャー
企業の
創出・
育成

12
❽
⑨

北九州テレ
ワークセン
ター管理運営
事業

20件
(毎年
度)

継続 52,790 50,900

2件
(毎年
度)

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

　市内の大学や企
業が実施する「低
炭素化技術」、｢次
世代自動車｣、｢ロ
ボット｣、｢医療・
介護」「生産性向
上」等の分野の研
究開発を支援す
る。

研究開発プロ
ジェクト実施件
数

―

事業化件数 ―

大変
順調

　地方大学・地域産業創生交
付金事業を活用し、生産性向
上に資する研究開発支援の取
組を強化する。

大変
順調

　学術研究都市を中心とした
産業連携事業、大学間連携事
業をさらに効果的に実施し、
地域企業の高度化を図る。

維持 7,600
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

95 ％ 95 ％ 95 ％

実
績

96.3 ％

達
成
率

101.4 ％

目
標

80 社 80 社 80 社

実
績

43 社

達
成
率

53.8 ％

目
標

105 社 105 社 105 社

実
績

92 社

達
成
率

87.6 ％

目
標

30

社
・
団
体

30

社
・
団
体

実
績

達
成
率

4,535継続
105社
(R5年
度)

344,719 327,983

　（公財）北九州
産業学術推進機構
（FAIS）が行う大
学間連携事業のほ
か、産学連携、半
導体技術拠点形
成、技術移転等の
実施に対する支援
等を行うことによ
り、北九州学術研
究都市の研究開発
拠点としての機能
を高め、地域にお
ける産業技術の高
度化と新たな産業
の創出を図る。

学研都市の取り
組み評価（学研
都市内の大学や
入居企業・研究
機関の評価）

60％
(H25年
度)

95％
(毎年
度)

継続

新たな研究開発
プロジェクトに
参加した企業数

61社
(H27年
度)

80社
(R4年
度)

順調

　（公財）北九州産業学術推
進機構の第5期中期計画
（2018-2022）を踏まえて、
これまで取り組んできた先端
の研究開発を担う人材の確
保・育成に加えて、本市の生
産性向上に寄与する体制を整
える。
　令和4年度は新型コロナウ
イルス感染症対策を鑑み、令
和3年度に引き続き会議や企
業訪問のオンライン化、職員
のテレワークの推進等新しい
生活様式を踏まえた「働き方
の新しいスタイル」の推進や
事業の見直しを図っていく。

維持

Ⅳ-1-
(2)-①
次世代
自動車
産業拠
点の形
成

7,32515
⑧
❾

学術研究拠点
推進事業

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

17
⑧
❾

自動運転関連
産業推進事業

企業
立地
支援
課

　カーメーカーに
よる更なる地場調
達促進の取組みや
調達先の複数化な
ど部品サプライ
チェーンの再構築
が進められてお
り、地元企業に
とって自動車産業
への取引拡大の契
機となっている。
　自動車メーカー
や部品サプライ
ヤーのニーズや取
組みを捉え、地元
企業の技術力等の
積極的な情報発信
をしながら、ビジ
ネスマッチングの
機会拡大に取り組
んでいく。

企業
立地
支援
課

自動車産業取
引拡大支援事
業

❽
⑨

16 9,300減額3,575

　自動運転分野へ
の市内企業の参
入、研究開発施設
の本市への立地並
びに自動運転技術
を活用した新ビジ
ネス等の創出等を
図る。

セミナー・勉強
会等の参加企
業・団体数

―

　次世代自動車産業を含む自
動車産業の誘致を図るため、
（公財）北九州産業学術推進
機構等と連携しながら、関連
企業の新規参入や取引拡大に
向けた取組を実施する。
　また、令和3年度に設立し
た北九州自動運転推進ネット
ワークの総会及び勉強会を実
施するとともに、自動運転実
証実験の事前調査を実施す
る。

順調

　令和3年度に設立した北九
州自動運転推進ネットワーク
の総会及び勉強会を実施する
とともに、自動運転実証実験
の事前調査を実施する。

パーツネット北
九州会員数

57社
(H21年
度)

　パーツネット北九州による
情報発信やマッチング機能の
強化を行い、地元企業の支援
を実施する。

順調

4,000 4,000 維持 20,400 ―

30社・
団体
(毎年
度)

―
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

2,000
億
円

2,140
億
円

2,290
億
円

実
績

1,395
億
円

達
成
率

69.8 ％

目
標

1,002 人 1,022 人 1,042 人

実
績

954 人

達
成
率

95.2 ％

目
標

855 人 855 人

実
績

883 人

達
成
率

103.3 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

1 件

実
績

0 件

達
成
率

Ⅳ-1-
(2)-②
我が国
をリー
ドする
ロボッ
ト産業
拠点の
形成

18
⑧
❾

ロボットテク
ノロジーを活
用した地方大
学・地域産業
創生事業（産
業用ロボット
導入支援）

順調

　製造現場における人手不足
への対応及び生産性向上のた
め、産業用ロボット導入支援
を引き続き行う。

順調

　製造現場における人手不足
への対応及び生産性向上のた
め、産業用ロボット導入支援
を引き続き行う。

249,000 増額 23,250

3,200億
円

(R9年
度)

継続 203,000

1,142人
(R9年
度)

市内ロボット関
連産業の雇用者
数

842人
(推計)
(H29年
度)

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

　地方大学・地域
産業創生交付金を
活用し、産業用ロ
ボットの用途拡大
ニーズに応える研
究開発を産学連携
で強力に進めると
ともに、人口減
少、高齢化による
労働力不足の課題
を有する中小もの
づくり企業にロ
ボット等の導入支
援を積極的に行
い、生産性革命を
推進する。

市内ロボット関
連産業の売上高

1,633億
円

(H29年
度)

―

新たな雇用創出
数（累計）

※指標廃止

210人
(H25年
度)

製造業（素材・
部材関連）の新
規進出及び新規
設備投資件数

※指標追加

単年度目標
設定なし

15件
（R2～
R6年
度）

　令和3年度は、コロナ禍で
航空産業全般が低迷し、新規
参入や受注を目指す企業に
とって厳しい事業環境であっ
た。
　令和4年度は、航空機需要
の回復期を見据え、福岡県と
連携した誘致活動や地元企業
支援に継続して取り組む。

企業
立地
支援
課

　本市における航
空機産業の振興を
図るため、福岡県
と共同で航空機関
連企業の誘致に取
り組むとともに、
地元企業の新規参
入、事業拡大に向
けた支援を行う。

航空機産業の生
産拠点等の誘致
件数

855人
(H25～
R3年度)

0件
(H25年
度)

Ⅳ-1-
(2)-④
航空機
産業の
振興

20
❽
⑨

航空機産業誘
致促進事業

　本市の強みであ
る鉄鋼や化学など
の素材・部材を扱
う地元企業の競争
力強化を支援する
とともに、付加価
値の高い製品を扱
う製造業の企業誘
致に取り組む。

企業
立地
支援
課

企業立地促進
事業（素材・
部材）

❽
⑨

順調

　福岡県と連携した誘致活動
や地元企業支援に継続して取
り組み、本市における航空機
関連産業の振興を図る。

―

2,655 2,000 減額 3,650 順調

単年度目標
設定なし

単年度目標
設定なし

1件
(R4年度
までの
累計)

継続

19

Ⅳ-1-
(2)-③
素材・
部材産
業

　誘致対象企業や地元企業の
ニーズに対応できるよう、魅
力的なインセンティブの構築
や全庁的な調整に努めること
で、素材・部材関連企業の進
出や増設を後押しする。

順調

　令和3年度は、新型コロナ
ウイルス感染症の影響を受け
つつも製造業の設備投資に回
復の兆しが見えてきている。
令和4年度もこの流れを好機
ととらえ、市内の素材・部材
産業の競争力強化を支援して
いく。

【指標廃止・追加の理由】
　事業内容に合わせ、成果指
標の見直しを行った。

順調5,800減額18,33622,629継続
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

30 人

実
績

64 人

達
成
率

213.3 ％

目
標

7 社 7 社 7 社

実
績

6 社

達
成
率

85.7 ％

目
標

800 人 1,600 人 2,400 人

実
績

751 人

達
成
率

93.9 ％

目
標

実
績

達
成
率

5社
(H26年
度)

Ⅳ-1-
(2)-⑤
知識
サービ
ス産業
の振興

21 ❽
サービス産業
振興事業

30人
(毎年
度)

継続 3,164

7社
(毎年
度)

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　サービス産業の
生産性向上のため
の啓発や具体的な
活動を支援するこ
とにより、市内
サービス産業の競
争力向上を図る。

セミナー、講座
の参加人数（単
年度）

25人
(H26年
度)

市内サービス事
業者に対する取
組支援件数

大変
順調

　市内サービス事業者の生産
性向上に関する意識向上を図
るため、関係機関と連携し、
引き続き具体的な取組支援を
行う。

順調

　デザインワークショップや
デザインシンポジウムを通じ
て、市内サービス産業事業者
のデザイン力の強化を図る。

3,157 維持 10,800

順調 　企業集積に向け誘致活動を
強化する。

4,000人
(R2～R6
年度)

企業誘致による
新規雇用創出数
（R2～R6年度累
計）

3,514人
（H27～
H31年度
累計）

継続 22,629 18,336 減額 5,800 順調

　新型コロナウイルス感染症
拡大を背景に企業の地方進出
への関心が高まっているた
め、首都圏企業をはじめとし
た成長性、経済波及効果の高
い企業等の誘致活動を強化す
る。

3,000 ― 5,400 ―

　今後、企業の新たな設備投
資にはカーボンニュートラル
の視点が必須となることか
ら、脱炭素の観点で本市にど
のような優位性があるのかを
分析するための調査を実施
し、それらを活用した企業誘
致に取り組む。

単年度目標
設定なし

10件
（R4～
R6年
度）

― ―
製造業の新規進
出及び新規設備
投資件数

―

Ⅳ-1-
(3)-①
成長
性、経
済波及
効果の
高い産
業の重
点的誘
致

23
❽
⑨

＜新＞成長も
のづくり産業
誘致推進事業

企業
立地
支援
課

　国の施策や経済
情勢を捉えた製造
業の設備投資の流
れを市内に呼び込
むため、本市進出
によるCO2排出量の
削減効果を見える
化して活用するこ
とで、さらなる企
業立地につなげ
る。

22
❽
⑨

企業立地促進
事業

企業
立地
支援
課

　本市への企業立
地を促進するため
の企画立案のほ
か、企業向けのパ
ンフレットやホー
ムページ等による
情報発信や、立地
企業と地元企業と
の交流会開催など
を行う。
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

83 ％ 83 ％ 83 ％

実
績

78 ％

達
成
率

94.0 ％

目
標

1,720 人 1,940 人

実
績

2,223 人

達
成
率

129.2 ％

目
標

400 人 800 人 1,200 人

実
績

594 人

達
成
率

148.5 ％

目
標

1,720 人 1,940 人

実
績

2,223 人

達
成
率

129.2 ％

目
標

400 人 800 人 1,200 人

実
績

594 人

達
成
率

148.5 ％

Ⅳ-1-
(3)-②
効果的
な優遇
制度、
産業基
盤など
の充実

25
⑧
❾

　北九州空港跡地産業団地整
備事業については、複数の企
業から分譲時期等について問
い合わせを受けており、市内
で数少ない広大な土地の一つ
として注目度も高いことか
ら、産業基盤充実のため、早
期の造成完了に向けて事業を
進めていく。
　オフィスリノベーション補
助金については、制度の活用
事例の増加に努める。

分譲率
67％

(H25年
度)

分譲率
100％
(R5年
度)

オフィスリノ
ベーション補
助金

企業
立地
支援
課

順調

増額 7,900 大変
順調

　補助制度の周知を図るとと
もに、同制度の活用を通じて
企業から選ばれるオフィス環
境の整備を促す。

【指標廃止・追加の理由】
　「第2期まち・ひと・しご
と創生総合戦略」の期間に合
わせて成果指標を変更し、年
度ごとの目標値を見直したも
の。

企業誘致による
雇用創出数＜情
報通信企業＞
（R2～R6年度累
計）

※指標追加

1,629人
（H27～
H31年度
累計）

1,940人
(H27～
R3年度
累計)

継続 10,000 30,000

2,000人
(R2～R6
年度)

企業
立地
支援
課

　これまで市内外
に構築してきた人
材供給ネットワー
クを活用し、更な
る新規企業の誘致
に繋げる。

雇用創出数（累
計）

※指標廃止

1,302人
(H27～
30年度
累計)

7,000 6,000

　IT企業等を新規
に呼び込むため、
また、市内拠点の
増設を促すための
受け皿が不足して
いることから、企
業に選ばれるオ
フィス環境の整備
を目的とし、市内
オフィス等を改修
する者に対して補
助金を交付する。

雇用創出数（累
計）

※指標廃止

1,302人
(H27～
30年度
累計)

Ⅳ-1-
(3)-③
人材供
給、住
環境整
備など
の立地
支援

26
④
❽

進出IT関連企
業への人材採
用支援事業

　進出IT関連企業への人材採
用支援事業については、企業
誘致の呼び水となるよう、随
時事業効果を精査する。
　おためしサテライトオフィ
ス推進事業については、新規
取組により効果的な事業成果
を期待する。

企業誘致による
雇用創出数＜情
報通信企業＞
（R2～R6年度累
計）

※指標追加

1,629人
（H27～
H31年度
累計）

2,000人
(R2～R6
年度)

減額 7,900 大変
順調

　新たに進出が決定し今後重
点的に採用支援が必要となる
企業など、支援対象企業の見
直しを行うとともに、企業
ニーズに沿った効果的な支援
方法を検討することで、次な
る成功モデルの創出につなげ
る。

【指標廃止・追加の理由】
　「第2期まち・ひと・しご
と創生総合戦略」の期間に合
わせて成果指標を変更し、年
度ごとの目標値を見直したも
の。

順調

1,940人
(H27～
R3年度
累計)

継続

継続 181,295 204,934 増額 6,550

　残り区画全ての造成に着工
できたことから、早期分譲の
ため、近接工事等との調整を
図り、造成工事の竣工を目指
す。

順調24
⑧
❾

北九州空港跡
地産業団地整
備事業

企業
立地
支援
課

　北九州空港跡地
産業団地の整備を
行う。
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

1,940 人

実
績

達
成
率

目
標

400 人 800 人 1,200 人

実
績

594 人

達
成
率

148.5 ％

目
標

実
績

達
成
率

目
標

10,381 人 10,484 人

実
績

達
成
率

目
標

実
績

19.9 ％

達
成
率

77.9 ％

27 ❽
おためしサテ
ライトオフィ
ス推進事業

企業誘致による
雇用創出数＜情
報通信企業＞
（R2～R6年度累
計）

※指標追加

1,629人
（H27～
H31年度
累計）

2,000人
(R2～R6
年度)

Ⅳ-2-
(1)-①
中心市
街地の
商業振
興

28 ❽
黒崎応援プロ
ジェクト事業

25,000 減額 7,900

維持

黒崎地区商店街
エリアの空き店
舗率の改善

19.5％
(R2年
度)

R2年度
比0.6ポ
イント
改善

(R5年度
:18.9％

)

―

黒崎地区歩行者
通行量（人/
日）

10,279
人

(R2年
度)

―

　これまでの実績、企業ニー
ズを踏まえ、令和4年度は、
①重点企業枠の新設、②ハッ
カソンイベントの開催（即戦
力人材マッチング）、③市内
企業との交流会の開催を実施
し、より効果的な事業実施を
目指す。

【指標廃止・追加の理由】
　「第2期まち・ひと・しご
と創生総合戦略」の期間に合
わせて成果指標を変更し、年
度ごとの目標値を見直したも
の。

1,940人
(H27～
R3年度
累計)

― 30,000

企業
立地
支援
課

　首都圏IT企業等
を対象に、サテラ
イトオフィス設置
に向けた検討のた
めの経費を助成す
るとともに、市内
企業や学生との
マッチングを行
う。

雇用創出数（累
計）

※指標廃止

1,302人
(H27～
30年度
累計)

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　黒崎地区の活気
を取り戻すため、
令和3年度から黒崎
地区でのイベント
等に支援をする。

商店街活性化
支援事業

10,587
人

（R5年
度）

―

R1年度比
2ポイント

改善
(16.3％)

R1年度比
2ポイント

改善
(16.3％)

R1年度比
2ポイント

改善
(16.3％)

　黒崎地区が本市の副都心と
してふさわしい賑わいを取り
戻すことを目標に、商店街等
が主体となり、将来的にも持
続可能な賑わいづくりに繋が
る取組を積極的に支援してい
く。

6,150 ―

　令和3年10月まで事業実施
した結果、イベント開催のノ
ウハウや出店者との繋がりが
でき、将来的に持続可能な賑
わいづくりに繋がるものが出
てきた。イベントの事業費収
入（出展料、入場料、企業協
賛等）で開催できる見込みの
あるイベント（マルシェなど
の集客イベント）への支援を
継続する。

11,000 11,000

R2年度比
0.2ポイント

改善
(19.3％)

R2年度比
0.4ポイント

改善
(19.1％)

増額 3,075 順調

　空き店舗補助制度活用件数
が高水準で推移しており、引
き続ききめ細やかな対応を行
うことと、商店街の取り組み
に対して、ニーズに合った支
援メニューの提案を積極的に
行う。

やや
遅れ

　商店街や出店希望者とのコ
ミュニケーションを密にし、
効果的な制度の紹介、制度活
用への支援を積極的に行うこ
とで、商店街の賑わい創出や
空き店舗率の改善に繋げて
く。

継続 10,850 14,192

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　商店街の活性化
に向け、商店街に
おける空き店舗の
有効利用促進や、
新たな事業への補
助、活性化計画作
りを支援する。

市内主要商店街
の空き店舗率

18.3％
(R1年
度)

R1年度
比2ポイ
ント
改善
(R5年

度:16.3
％以下)

Ⅳ-2-
(1)-②
がんば
る商店
街への
支援

29 ❽
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

80 ％

実
績

達
成
率

目
標

80 ％ 80 ％

実
績

達
成
率

目
標

5 人 5 人

実
績

0 人

達
成
率

0.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

1,496 人

達
成
率

49.9 ％

Ⅳ-2-
(1)-③
次代を
担う新
しい商
業者の
創出・
育成

30 ❽
商業人材育成
事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　市内の商業・
サービス業に対し
て、販促ノウハウ
などの商業セミ
ナー等の実施を通
して、経営力の向
上を支援する。

―

―

3,075 遅れ

　令和4年度は新型コロナウ
イルス感染症対策をとったう
えで専門家による研修を再開
するとともに、さらに具体的
な経営課題に対応できるよ
う、踏み込んだ商業者の育成
を図る。

2,106 2,103 維持

80％
(毎年
度)

継続

　北九州市健康・生活産業振
興協議会の活動を通じて、事
業者連携を図り、高齢者を始
めとした、市民の健康で快適
な生活につながる新しいサー
ビスの創出を支援する。

遅れ

Ⅳ-2-
(2)-①
高齢者
を中心
とした
健康・
生活支
援ビジ
ネスの
推進

設定した目標を
達成した事業者
の割合

―
80％
(毎年
度)

遅れ

受講者アンケー
トで「満足」又
は「大変満足」
と答えた割合

63.0％
(H25年
度)

　具体的な経営課題に対応で
きるよう、個別訪問による商
業者の育成を図る。

　新ビジネス創出のため、セ
ミナー等の開催を通じて、意
欲ある会員企業に対してマッ
チングの場を提供を行う。

【指標廃止・追加の理由】
　国や福岡県の類似事業と重
複する助成事業を廃止し、健
康・生活産業の創出に向け、
イベント・セミナー等を開催
するため、指標を改訂する。

遅れ6,900減額3,9688,852縮小31 ❽
健康・生活産
業振興事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

3,000人
(毎年
度)

健康・生活産業
における雇用の
創出数

※指標廃止

5人
(H26年
度)

健康・生活産業
の創出に向けた
取組実績(イベ
ント・セミナー
等への来場者
数)

※指標追加

2,353人
(H25年
度)

5人
(毎年
度)

　企業、大学、医
療・福祉機関、行
政などが連携し、
健康・介護、女
性・若者、子育
て・教育等に対応
したビジネスや市
民生活の質の向上
に貢献するビジネ
スを振興するた
め、北九州市健
康・生活産業振興
協議会を核に、企
業間の交流や個別
企業への具体的支
援、複数企業によ
るサービスのパッ
ケージ化を通し
て、新たなビジネ
スと雇用の創出を
図る。
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

5 人 5 人

実
績

0 人

達
成
率

0.0 ％

目
標

3,000 人 3,000 人

実
績

1,496 人

達
成
率

49.9 ％

目
標

80 社

実
績

達
成
率

目
標

30 人

実
績

64 人

達
成
率

213.3 ％

目
標

7 社 7 社 7 社

実
績

6 社

達
成
率

85.7 ％

5人
(毎年
度)

DX導入企業数
（累計）

Ⅳ-2-
(2)-③
サービ
ス産業
の高付
加価値
の推進
及び情
報通信
産業の
集積

33
⑧
❾

生産性向上の
ためのDX・デ
ジタル化推進
事業

3,000人
(毎年
度)

健康・生活産業
の創出に向けた
取組実績(イベ
ント・セミナー
等への来場者
数)

※指標追加

2,353人
(H25年
度)

Ⅳ-2-
(2)-②
ソー
シャル
ビジネ
ス創出
の支援

32 ❽
健康・生活産
業振興事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　企業、大学、医
療・福祉機関、行
政などが連携し、
健康・介護、女
性・若者、子育
て・教育等に対応
したビジネスや市
民生活の質の向上
に貢献するビジネ
スを振興するた
め、北九州市健
康・生活産業振興
協議会を核に、企
業間の交流や個別
企業への具体的支
援、複数企業によ
るサービスのパッ
ケージ化を通し
て、新たなビジネ
スと雇用の創出を
図る。

Ⅳ-2-
(2)-④
サービ
ス産業
への支
援の充
実

34 ❽
サービス産業
振興事業

11,050 ―

　市内企業の労働生産性を高
めるため、DX推進プラット
フォーム、デジタル化サポー
トセンター、DX補助金の3事
業について、デジタル化サ
ポートセンターの専門家派遣
とDX補助金の伴走支援を連携
させるなど、より効果的な連
携の上、支援内容の充実を図
る。

順調

　市内企業のDXを推進するた
め、「北九州市DX推進プラッ
トフォーム」の取組みをさら
に進めるとともに、DX推進に
向けた市内企業への補助を拡
充実施

70,000 100,000 増額―

単年度目標
設定なし

110社
(R2～R5
年度累
計)

―

産業
イノ
ベー
ショ
ン推
進室

　市内企業のDXを
すすめるため、デ
ジタル化やデータ
活用等を提案でき
るベンダー企業と
活用を検討する市
内ユーザー企業を
つなぐプラット
フォームを運営す
る。その中で、デ
ジタル化サポート
センターを中心と
した伴走支援を行
うとともに、シス
テム導入経費や人
材育成経費など各
種取組経費の補助
を行う。

大変
順調

　市内サービス事業者の生産
性向上に関する意識向上を図
るため、関係機関と連携し、
引き続き具体的な取組支援を
行う。

順調

　クラウドサービスの導入に
よる成功事例や効果的なツー
ル等に関する情報発信を通じ
て、引き続き、市内サービス
産業の生産性向上に取り組
む。

3,157 維持 10,800

30人
(毎年
度)

継続 3,164

7社
(毎年
度)

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　サービス産業の
生産性向上のため
の啓発や具体的な
活動を支援するこ
とにより、市内
サービス産業の競
争力向上を図る。

セミナー、講座
の参加人数（単
年度）

25人
(H26年
度)

市内サービス事
業者に対する取
組み支援件数

5社
(H26年
度)

縮小 8,852

健康・生活産業
における雇用の
創出数

※指標廃止

5人
(H26年
度)

3,968 減額 6,900 遅れ

　新ビジネス創出のため、セ
ミナー等の開催を通じて、意
欲ある会員企業に対してマッ
チングの場を提供を行う。

【指標廃止・追加の理由】
　国や福岡県の類似事業と重
複する助成事業を廃止し、健
康・生活産業の創出に向け、
イベント・セミナー等を開催
するため、指標を改訂する。

遅れ

　北九州市健康・生活産業振
興協議会の活動を通じて、事
業者連携を図り、新たな分野
への進出を支援することで
ソーシャルビジネスの創出を
支援する。
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

16
億
円

17.5
億
円

19
億
円

実
績

18.8
億
円

達
成
率

117.5 ％

目
標

40 件 42 件 44 件

実
績

47 件

達
成
率

117.5 ％

目
標

37 ％ 40 ％ 43 ％

実
績

38.4 ％

達
成
率

103.8 ％

目
標

1 件 1 件

実
績

達
成
率

目
標

実
績

0 ha

達
成
率

順調

　コロナ禍でも開催可能なリ
モートによる見学会の検討を
はじめ、ホームページや、
SNS、マスコミ等を通じて市
内農林水産物の情報発信を積
極的に行い、認知度向上を図
り、地産地消を推進してい
く。

順調12,300減額3,6365,080継続
直売所等の販売
額

14億円
(H23年
度)

20億円
(R5年
度)

―

　生産者、消費
者、飲食・販売
店、加工製造の各
サポーターへの情
報提供等に努める
とともに、各サ
ポーター間の交流
の促進及び本市農
産物の認知度を高
めるため、市内産
食材の試食、販売
等の広報活動を行
う。

農林
課

地元いちば
ん・地産地消
推進事業

⓬
⑭
⑮

35

Ⅳ-2-
(3)-①
地元産
品の６
次産業
化など
ビジネ
ス化の
推進

　地産地消の意識を高め、地
元産農産物の消費を拡大する
ため、既存のファン層だけで
なく、若年層など新たな消費
者に対する効果的なPR方策に
ついて検討を進めていく。

45件
(R5年
度)

本市目標所得を
達成した認定農
業者の割合

36.9%
(H30年
度)

45％
(R5年
度)

Ⅳ-2-
(3)-②
農林水
産業の
生産基
盤の整
備や担
い手の
育成

36 ❽
人づくり担い
手対策事業

37
❽
⑨

未来の農業ス
マート化推進
事業

農林
課

　新たな農業従事
者の育成や、営農
組織・認定農業者
等への経営診断及
び活動支援などを
行い、農業分野に
おける担い手を育
成・確保する。

市内で新規就農
した者

8.8％
(H22年
度)

基盤整備面積
（ha）

0ha
(H30年
度)

農林
課

　北九州市の農業
形態に即したス
マート農業の導入
を図るもの。
　農業のスマート
化が進んでいない
農業現場におい
て、関係機関で構
成される協議会を
立ち上げ、3ヵ年計
画で事業を進め
る。

　新たな農業従事者の育成
や、営農組織・認定農業者等
への経営診断及び活動支援な
どを継続するとともに、関係
機関との協働の強化を進め
る。
 令和4年度は支援対象者が増
加する見込みである。

順調

　人づくり担い手対策事業に
ついては、制度周知や相談会
等の機会の増加を目指し、農
業分野における担い手の育
成・確保について、一層の推
進を図っていく。
　未来の農業スマート化推進
事業については、スマート農
業の普及に向けて、最新の技
術情報等の共有を図り生産者
の経営力向上を目指す。
　有毛浜田地区ほ場整備事業
については、効率の良いほ場
整備の実現に向け、地元地権
者の100%合意を得るため、事
業規模の縮小も視野に入れ、
交渉を進めていき、国や県等
関係機関との協議に向けた基
本設計の修正作業を行う。

増額 9,150 順調継続 17,129 23,106

農林
課

　国の「スマート農業加速化
実証プロジェクト」事業を活
用して市内農業の課題解決を
図る。

5,000 60,000 増額 8,115 ―実証事業主体数 ―
4件

(R5年
度)

―

　効率の良いほ場整備の実現
に向け、地元地権者の100%合
意を得るため、事業規模の縮
小も視野に入れ、交渉を進め
ていき、国や県等関係機関と
の協議に向けた基本設計の修
正作業を行う。

―

0 0 維持 6,325 遅れ

― ―

4.5ha
(R5年
度)

継続

　若松区有毛浜田
地区において、農
業の生産基盤とし
てほ場整備を行
い、耕作放棄地の
解消や耕地集積・
集約化を進め、ま
た担い手の確保に
取り組むととも
に、稲作等から高
収益作物への転換
を行う。

38
⓫
⑮

有毛浜田地区
ほ場整備事業
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

400 ｔ 400 ｔ 400 ｔ

実
績

200 ｔ

達
成
率

50.0 ％

目
標

4,300 t 4,300 t 4,300 t

実
績

達
成
率

目
標

360
千
人

380
千
人

400
千
人

実
績

216
千
人

達
成
率

60.0 ％

目
標

78 ％

実
績

72.8 ％

達
成
率

93.3 ％

40

41

Ⅳ-2-
(3)-④
農林水
産業と
市民と
の交流

　令和2年度は、コロナ禍等
により年間入場者数が目標を
大きく下回ったが、指定管理
及び直営区域の適切な管理に
より、概ね施設の設置目的に
かなった運営がなされた。
　令和4年度は、従来から課
題となっている施設の老朽化
対策やスマート農業施設の導
入等による農業振興・担い手
育成などの対策に取り組むと
ともに、現行指定管理者の最
終年度であることから、情報
発信やにぎわいづくり事業の
実施等、利用者サービスの向
上・充実により一層努めてい
く。

順調

⓮
里海づくり推
進事業

水産
課

　人と自然が共生
し、豊かな水産資
源と生物多様性を
持ち、市民が海と
ふれあえる沿岸環
境を実現するた
め、「里海づく
り」を推進する。
藻場・干潟の再
生、漁場の整備、
魚介類の放流など
を行い、豊饒な海
をつくり、漁業経
営の安定化を図る
とともに、市民に
新鮮で安全・安心
な水産物を持続的
に供給する。

　沿岸漁業の漁獲量は全国的
に減少しており、北九州市で
も同様の状況である。
　漁獲量の減少に歯止めをか
け成果目標を達成するために
は、「藻場の造成」や「種苗
放流」などの里海づくりの継
続が不可欠であり国の補助金
等も活用し、重点的に取り組
んでいく。

順調25,050維持128,853129,053継続

　令和2年度は緊急事態宣言
等による閉園や外出自粛要請
の影響もあり、年間入場者数
が目標を大きく下回った。
　一方で、バラや梅の季節や
苗物販売の時期は市民からの
問い合わせも多く頂いた。そ
のため、令和3年度からは総
合農事センターからの一般市
民を対象とした情報発信を増
やし、認知度の向上と来園動
機を高める取組を指定管理者
と連携して行っていく。

順調23,450維持57,61957,854継続

　総合農事セン
ターは、「農業の
振興」、「市民と
農業の接点」、
「憩いの場の提
供」を基本方針と
して、都市型農業
の振興を図るため
に農業に関する試
験研究や展示栽培
など営農問題の解
決の一翼を担うほ
か、市民に農業を
紹介し、学び、理
解を深める施設と
して運営する。

総合
農事
セン
ター

総合農事セン
ター管理運営
事務

❽

39

⑦
⑨
⑬
⓯

放置竹林対策
事業

農林
課

　管理されていな
い竹林の増加によ
り、森林景観の悪
化や保水力の低下
による災害の危険
性が問題となって
いる。このような
竹林の拡大防止の
ため、管理竹林へ
の再生を行う。さ
らに、竹の粉砕機
を市民に無料で貸
し出している。

継続 35,415 38,331 増額 1,480

　森林環境譲与税税を活用
し、引き続き竹伐採の効率化
や補助制度の周知を行い、目
標数量の達成に向け大量かつ
安定的な集材を行う。

やや
遅れ

活用された竹材
量

―
400t
(毎年
度)

Ⅳ-2-
(3)-③
環境に
配慮し
た農林
水産業
の推進

―

順調

　放置竹林対策については引
き続き事業の説明や広報活動
に取り組み、事業の周知を図
る。
　また、里海づくり推進事業
は、自然環境に左右されず
に、市民に新鮮で安全・安心
な水産物を安定的に供給する
ために、藻場や干潟の保全、
漁場の整備、魚介類の放流な
どを継続して実施する。

市内水産物の年
間漁獲量

4,069t
(H26年)

4,300t
(毎年)

集計中

総合農事セン
ター入場者数

312千人
(H23年
度)

400千人
(R4年
度)

総合農事セン
ターの認知度

72.4％
(H27年
度)

80.0％
(R4年
度)
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

4,300 t 4,300 t 4,300 t

実
績

達
成
率

目
標

2,873
千
円

実
績

2,294
千
円

達
成
率

120.2 ％

目
標

1,000 件 1,000 件 1,000 件

実
績

1,933 件

達
成
率

6.7 ％

目
標

60 ％ 60 ％ 60 ％

実
績

51.6 ％

達
成
率

86.0 ％

　令和2年度の成果指標の実
績で、GAPに取り組む生産組
織の割合が、目標より若干下
回っているが、生産組織が
GAPの重要性を理解してお
り、今後も、この取組を継続
していく。

順調6,150減額1,1011,261継続

　農業者が農薬に
関する正しい知識
を理解し、適正に
使用し、安全な農
産物を生産する状
態にする。

農林
課

農作物生産振
興対策事業

⓬44

Ⅳ-2-
(3)-⑤
農林水
産業の
危機管
理体制
の確
立、防
災機能
の強化

42

継続

⓮
水産物供給基
盤整備事業
（補助）

水産
課

2,873千
円/年以

下
(R2年
度)

順調

　市民からの野生鳥獣による
相談件数の軽減に向け、野生
鳥獣を
　①近づけさせない
　②侵入させない
　③捕獲する
の3つの対策の推進と、市民
に野生鳥獣の修正や対策を区
役所等とも連携しながら、継
続して啓発していく。

185,000 179,500 維持

　漁業活動の効率
化や防災機能の強
化を図るため、水
産物供給基盤（防
波堤、岸壁、護
岸、航路、泊地、
桟橋、道路など）
を整備する。

市内水産物の年
間漁獲量

4,069t
(H26年)

4,300t
(毎年)

継続集計中

―

　イノシシ・サル
などの野生鳥獣に
よる市街地や農作
物被害に対応する
ため、わなや銃に
よる捕獲や追払
い、市民相談や現
地対応、市民啓発
等を実施する。

イノシシによる
農作物被害額

7,252千
円

(H22年
度)

維持 9,70043 ⓯
有害野生鳥獣
被害対策事業

鳥獣
被害
対策
課

23,750 順調

　「漁港施設機能保全計画」
を基に、既存施設の長寿命化
と機能保全を図るとともに、
各施設の機能向上（就労環境
改善、防災機能強化等）に取
り組んで行く。

順調 　水産物供給基盤整備事業に
ついては、「漁港施設機能保
全計画」を基に、既存施設の
長寿命化、機能保全の推進を
行い、危機管理体制の確立、
防災機能強化に取り組んで行
く。
　有害野生鳥獣被害対策事業
については、市民からの野生
鳥獣による相談件数の軽減に
向け、野生鳥獣を近づけさせ
ない、侵入させない、捕獲す
る、の3つの対策の推進と、
市民に野生鳥獣の習性や対策
を区役所等とも連携しなが
ら、継続して啓発していく。
　ため池防災事業について
は、国による農業水路等長寿
命化・防災減災事業等の制度
の拡充を受け、これらの制度
を有効に活用し、ため池の安
全性の向上を図る。
　農作物生産振興対策につい
て、県・JA等と農業生産工程
管理（GAP）に取組んでいな
い農家、生産組織に対し必要
性の理解を深める積極的な取
組を行い、農作物の安全性の
更なる向上を図っていく。

市民からの野生
鳥獣の相談件数

978件
(H26年
度)

1,000件
/

年以下
(毎年
度)

11,200 10,927

農作物の安全・
安心確保（GAP
〔農業生産工程
管理〕に取り組
む生産組織の割
合）

12％
(H27年
度)

60％
(R5年
度)
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

55 件 76 件 85 件

実
績

31 件

達
成
率

56.4 ％

目
標

30
箇
所

60
箇
所

実
績

達
成
率

目
標

1,820 人 1,820 人 1,820 人

実
績

1,925 人

達
成
率

105.8 ％

目
標

240 人 480 人 720 人

実
績

215 人

達
成
率

89.6 ％

45 ⓫
ため池防災事
業

やや
遅れ

　国による農業水路等長寿命
化・防災減災事業等の制度の
拡充を受け、これらの制度を
有効に活用し、ため池の安全
性の向上を図る。

97,100 154,900 その他

監視カメラや水
位計等の観測機
器の設置件数
（累計）

0件
(R1年
度)

100件
(R5年
度)

継続

Ⅳ-3-
(1)-①
中小企
業の人
材不足
への対
応

46 ❽
合同会社説明
会等開催事業

ため池劣化状況
評価の実施箇所
数（累計）

※指標追加

0箇所
(R2年
度)

200件
(R10年
度)

6,325農林
課

　近年頻発するた
め池の老朽化等を
原因とする災害を
防止する。

24,511 維持 7,87547 ❽

北九州で働こ
う！U・Iター
ン応援プロ
ジェクト

雇用
政策
課

　本市へのU・I
ターン就職希望者
に対する地元企業
の求人情報の提供
や転職相談、職業
紹介等の支援を総
合的に実施する。
　また、若年人材
等の地元への還流
を促進するため、
学生等に対するU・
Iターン就職活動支
援の拡充を図る。

U・Iターン就職
者数（累計）

増額 11,200 順調

　合同会社説明会の開催等に
おいて、新型コロナウイルス
感染症の感染防止対策やWeb
実施に対応しながら、引き続
き市内企業と求職者のマッチ
ングの機会の創出を図る。

順調 　中小企業の人材不足に対応
するため、新卒をはじめ即戦
力人材や、市外からのU・I
ターン就職希望者の市内就職
の促進を図る。
　また新型コロナウイルス感
染症拡大による雇止め・解雇
を受けた失業者の再就職支援
をはじめ、Webを活用した企
業の採用支援の取組等も実施
していく。
　さらに、外国人材について
も、留学生などを中心に市内
企業への就職促進を支援する
よう、専門家による相談対応
やマッチング支援なども推進
していく。
　企業ニーズ等を踏まえ、引
き続き効率的な運営に努めて
いく。
　中小製造業・建設業の企業
ニーズ等を踏まえ、引き続き
効率的な運営に努めていき、
市内中小企業の人材確保・定
着の支援を進める。

継続 19,640 29,290
雇用
政策
課

　地元企業情報の
提供・マッチング
の機会の創出、地
元企業の若年者採
用支援を行い、市
内外の学生の地元
企業への就職と市
内定住の促進を図
る。

合同会社説明会
参加者数

1,682人
(H26年
度)

1,820人
(R6年
度)

順調

　引き続きU・Iターン応援オ
フィスにおける伴走型マッチ
ング支援を行いながら、全世
代の優秀な人材と市内企業の
マッチングを促進するため
に、民間企業と連携した多様
な求人開拓や、人材採用の提
案を行うなど、丁寧な支援を
拡充する。

766人
(H27～
H30年
度)

1,200人
(R2～R6
年度)

継続 24,511
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

50 人 50 人 100 人

実
績

76 人

達
成
率

152.0 ％

目
標

65 人

実
績

53 人

達
成
率

81.5 ％

目
標

20 件 20 件

実
績

達
成
率

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

達
成
率

48 ❽

DX時代に対応
した第二新卒
等採用力強化
事業

雇用
政策
課

　市内企業を対象
に、デジタル情報
やWEBを活用した人
材採用力を強化す
ることで、継続的
に全国から人材を
獲得できる地域経
済力を醸成する。
また、民間転職サ
イトへの求人掲載
を支援し、U・I
ターン転職者の増
加を図る。

　外国人材就業サ
ポートセンター運
営事業や海外の連
携大学等との交流
事業の実施によ
り、市内企業への
就職を目指す留学
生や海外大学生等
の受け入れを支援
する。

7,875 大変
順調

　市内企業の人材採用力を強
化するため、新たに「人材採
用力育成スクール」を実施す
ることで企業への支援を拡充
し、中長期的なU・Iターン就
職者の増加を図る。

【中期目標の変更内容】
　企業向けの人材採用力強化
に取り組むなど、事業内容拡
充によって目標を上方修正し
たもの。

12,825

留学生サポート
プログラム参加
学生数
（1回あたり）

100人
(毎年
度)

拡大 12,000 20,000 増額

市内企業への就
職決定者数

※中期目標改訂

21人
(H30年
度)

49 ❽
外国人材就業
サポート事業

雇用
政策
課

減額

順調

　外国人材の雇用を考える市
内企業の発掘や市内企業への
就職を目指す留学生を抱える
市内大学等でのガイダンスや
マッチング登録会を開催す
る。

13,939 13,200 減額

―
65人
(毎年
度)

継続

市内企業と留学
生とのマッチン
グ件数

―
20件

（毎年
度）

　早期の再就職・正規就職を
支援するために、製造、建
設、介護などの人手不足業種
へチャレンジする求職者につ
いて、就職に有利となる短期
の資格取得支援を更に積極的
に案内し、異業種へのスムー
ズな労働移動を支援する。

2,000人
（毎年
度）

― 37,000 35,000 7,875 ―

　市内就業支援施
設の就業相談カウ
ンセラーや就職
マッチング支援員
を増員し、失業者
の再就職や就職氷
河期世代の正社員
就職を支援する。
また、早期の就職
に繋げるため、人
手不足業種へチャ
レンジする求職者
には、短期の資格
取得支援等を実施
する。

就業支援施設
（若者ワークプ
ラザ北九州、高
年齢者就業支援
センター）の就
職決定者数

―50 ❽

人手不足企業
への早期再就
職・正規就職
支援事業

雇用
政策
課
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

4,200 人 4,300 人 4,400 人

実
績

4,136 人

達
成
率

98.5 ％

目
標

710 人 720 人 730 人

実
績

890 人

達
成
率

125.4 ％

目
標

6 社 7 社 12 社

実
績

7 社

達
成
率

116.7 ％

　市内をはじめ、
九州・山口一円の
学生の就職支援と
市内企業の採用支
援を目的に、合同
会社説明会や業界
研究イベント、学
生と企業が出会う
機会を従来の対面
型に加えて、オン
ラインで提供す
る。

九州・山口一円
の学校からの市
内企業への新卒
就職者数

4,106人
(R1年
度)

市外の学校から
市内企業への新
卒就職者数

680人
(H30年
度)

51 ❽

九州・山口一
円の新卒者地
元就職強化事
業

雇用
政策
課

―

　「コロナ禍における新卒者
地元就職強化事業」と「九
州・山口一円の学生就職応援
プロジェクト」を統合。就職
関係のイベントにおいて、
Webの活用を強化し、市内外
の学生の市内就職を促進す
る。

― 7,400

4,600人
(R6年
度)

― ― 14,000

750人
(R6年
度)

3,075 順調

　企業ニーズ等を踏まえ、補
助交付額を見直す。
　既存の「女性及び高齢者の
作業をアシストする機器の設
置及び購入など」のほか、
「暑さ対策設備の設置・機器
導入など」を対象事業に加
え、市内中小企業の人材確
保・定着の支援を進める。

【中期目標の変更内容】
　助成対象に「暑さ対策設備
の設置・機器導入など」を加
えたことによるもの。

3,514 6,000 増額

　中小製造業・建
設業者が行う女性
専用設備の設置
や、女性・高齢者
の作業をアシスト
する機器導入、暑
さ対策設備の設
置・機器導入等、
職場環境の改善に
必要な経費の一部
を助成すること
で、人手不足に苦
しむ市内中小企業
の人材確保・定着
を支援する。

助成金を活用す
る企業数（累
計）

※中期目標改訂

13社
(H29～
H30年
度)

12社
(毎年
度)

拡大52
⑤
❽

ものづくり中
小企業職場環
境改善支援事
業

中小
企業
振興
課
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

240 人 480 人 720 人

実
績

215 人

達
成
率

89.6 ％

目
標

1,300 人 1,300 人 1,300 人

実
績

776 人

達
成
率

59.7 ％

目
標

345 人 360 人 375 人

実
績

314 人

達
成
率

91.0 ％

Ⅳ-3-
(1)-②
地域企
業の
ニーズ
に沿っ
た人材
育成・
確保の
促進

53 ❽

北九州で働こ
う！U・Iター
ン応援プロ
ジェクト

雇用
政策
課

7,875 順調

　引き続きU・Iターン応援オ
フィスにおける伴走型マッチ
ング支援を行いながら、全世
代の優秀な人材と市内企業の
マッチングを促進するため
に、民間企業と連携した多様
な求人開拓や、人材採用の提
案を行うなど、丁寧な支援を
拡充する。

54

順調 　地域企業の人材ニーズは、
高校生や大学生をはじめ転職
者も含めた広い範囲に及んで
いる。
　新型コロナウイルス感染症
による影響を踏まえ、若者
ワークプラザやU・Iターン応
援オフィスといった相談窓口
での支援や求人の開拓などを
実施していく。
　また、地元就職促進に向
け、地元企業へのインターン
シップにも積極的に取り組ん
でいくとともに、新型コロナ
ウイルス感染症防止のため、
これまで実施してきたバスツ
アーからオンラインでの企業
PRに手法を変えるなどの見直
しを図る。
　さらに、外国人材について
も、留学生などを中心に市内
企業への就職促進を支援する
よう、専門家による相談対応
やマッチング支援なども推進
してしていく。

8,995 やや
遅れ

　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響によって、本市の
雇用情勢は厳しい状況にあ
る。未就職・失業状態が長期
化した場合、更に就職が困難
な状態となるため、人手不足
業種への就職を丁寧に支援す
ることで、若者の早期就職に
繋げていく。

3,200

24,511 24,511 維持

　本市へのU・I
ターン就職希望者
に対する地元企業
の求人情報の提供
や転職相談、職業
紹介等の支援を総
合的に実施する。
　また、若年人材
等の地元への還流
を促進するため、
学生等に対するU・
Iターン就職活動支
援の拡充を図る。

U・Iターン就職
者数（累計）

766人
(H27～
H30年
度)

1,200人
(R2～R6
年度)

継続

80,415 80,410 維持

　若年者の就業支
援の拠点として
「若者ワークプラ
ザ北九州」及び
「若者ワークプラ
ザ北九州・黒崎」
において、就業相
談、セミナー、職
業紹介等を実施
し、若年者の就業
を促進する。

就職決定者数
1,360人
(H30年
度)

1,300人
(毎年
度)

継続❽
若者ワークプ
ラザ北九州運
営事業

雇用
政策
課

順調

　地元就職促進のため、短期
長期のインターンシップに取
り組むほか、地元企業の若手
社員と学生の交流会を実施す
るなど、企業のインターン
シッププログラムの魅力や、
地元企業の認知度の向上を図
る。

10,000 9,000 減額

　市内就職を希望
する学生と企業と
のマッチングを体
系的に推進するこ
とで、若者の地元
就職及び地元企業
の人材確保につな
げる。

インターンシッ
プ参加者数

223人
(H30年
度)

400人
(R6年
度)

継続55 ❽
インターン
シップ等推進
事業

雇用
政策
課

156



産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

4,200 人 4,300 人 4,400 人

実
績

4,136 人

達
成
率

98.5 ％

目
標

710 人 720 人 730 人

実
績

890 人

達
成
率

125.4 ％

目
標

50 人 50 人 100 人

実
績

76 人

達
成
率

152.0 ％

目
標

65 人

実
績

53 人

達
成
率

81.5 ％

目
標

20 件 20 件

実
績

達
成
率

56 ❽

九州・山口一
円の新卒者地
元就職強化事
業

雇用
政策
課

　市内をはじめ、
九州・山口一円の
学生の就職支援と
市内企業の採用支
援を目的に、合同
会社説明会や業界
研究イベント、学
生と企業が出会う
機会を従来の対面
型に加えて、オン
ラインで提供す
る。

―

　「コロナ禍における新卒者
地元就職強化事業」と「九
州・山口一円の学生就職応援
プロジェクト」を統合。就職
関係のイベントにおいて、
Webの活用を強化し、市内外
の学生の市内就職を促進す
る。

4,600人
(R6年
度)

― ― 14,000 ―

九州・山口一円
の学校からの市
内企業への新卒
就職者数

4,106人
(R1年
度)

57 ❽

DX時代に対応
した第二新卒
等採用力強化
事業

雇用
政策
課

市外の学校から
市内企業への新
卒就職者数

680人
(H30年
度)

750人
(R6年
度)

7,400

増額 7,875

　市内企業の人材採用力を強
化するため、新たに「人材採
用力育成スクール」を実施す
ることで企業への支援を拡充
し、中長期的なU・Iターン就
職者の増加を図る。

【中期目標の変更内容】
　企業向けの人材採用力強化
に取り組むなど、事業内容拡
充によって目標を上方修正し
たもの。

100人
(毎年
度)

拡大 12,000 20,000

　市内企業を対象
に、デジタル情報
やWebを活用した人
材採用力を強化す
ることで、継続的
に全国から人材を
獲得できる地域経
済力を醸成する。
また、民間転職サ
イトへの求人掲載
を支援し、U・I
ターン転職者の増
加を図る。

市内企業への就
職決定者数

※中期目標改訂

21人
(H30年
度)

　外国人材就業サ
ポートセンター運
営事業や海外の連
携大学等との交流
事業の実施によ
り、市内企業への
就職を目指す留学
生や海外大学生等
の受け入れを支援
する。

留学生サポート
プログラム参加
学生数
（1回あたり）

大変
順調

順調

　外国人材の雇用を考える市
内企業の発掘や市内企業への
就職を目指す留学生を抱える
市内大学等でのガイダンスや
マッチング登録会を開催す
る。

13,939 13,200 減額

―
65人
(毎年
度)

継続

20件
（毎年
度）

12,82558 ❽
外国人材就業
サポート事業

雇用
政策
課

市内企業と留学
生とのマッチン
グ件数

―
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

達
成
率

目
標

1,300 人 1,300 人 1,300 人

実
績

776 人

達
成
率

59.7 ％

目
標

240 人 480 人 720 人

実
績

215 人

達
成
率

89.6 ％

　市内就業支援施
設の就業相談カウ
ンセラーや就職
マッチング支援員
を増員し、失業者
の再就職や就職氷
河期世代の正社員
就職を支援する。
また、早期の就職
に繋げるため、人
手不足業種へチャ
レンジする求職者
には、短期の資格
取得支援等を実施
する。

就業支援施設
（若者ワークプ
ラザ北九州、高
年齢者就業支援
センター）の就
職決定者数

―59 ❽

人手不足企業
への早期再就
職・正規就職
支援事業

雇用
政策
課

減額 7,875 ―

　早期の再就職・正規就職を
支援するために、製造、建
設、介護などの人手不足業種
へチャレンジする求職者につ
いて、就職に有利となる短期
の資格取得支援を更に積極的
に案内し、異業種へのスムー
ズな労働移動を支援する。

2,000人
（毎年
度）

― 37,000 35,000

継続 80,415 80,410

維持 7,875 順調

雇用
政策
課

　若年者の就業支
援の拠点として
「若者ワークプラ
ザ北九州」及び
「若者ワークプラ
ザ北九州・黒崎」
において、就業相
談、セミナー、職
業紹介等を実施
し、若年者の就業
を促進する。

就職決定者数
1,360人
(H30年
度)

1,300人
(毎年
度)

Ⅳ-3-
(2)-①
若年者
の就業
意識の
啓発や
能力開
発・就
職活動
への支
援

60 ❽
若者ワークプ
ラザ北九州運
営事業

24,511

　引き続きU・Iターン応援オ
フィスにおける伴走型マッチ
ング支援を行いながら、全世
代の優秀な人材と市内企業の
マッチングを促進するため
に、民間企業と連携した多様
な求人開拓や、人材採用の提
案を行うなど、丁寧な支援を
拡充する。

766人
(H27～
H30年
度)

1,200人
(R2～R6
年度)

継続 24,51161 ❽

北九州で働こ
う！U・Iター
ン応援プロ
ジェクト

雇用
政策
課

　本市へのU・I
ターン就職希望者
に対する地元企業
の求人情報の提供
や転職相談、職業
紹介等の支援を総
合的に実施する。
　また、若年人材
等の地元への還流
を促進するため、
学生等に対するU・
Iターン就職活動支
援の拡充を図る。

U・Iターン就職
者数（累計）

維持 8,995 やや
遅れ

　新型コロナウイルス感染症
拡大の影響によって、本市の
雇用情勢は厳しい状況にあ
る。未就職・失業状態が長期
化した場合、更に就職が困難
な状態となるため、人手不足
業種への就職を丁寧に支援す
ることで、若者の早期就職に
繋げていく。

順調 　地域企業の人材ニーズは、
高校生や大学生をはじめ転職
者も含めた広い範囲に及んで
いる。
　新型コロナウイルス感染症
による影響を踏まえ、若者
ワークプラザやU・Iターン応
援オフィスといった相談窓口
での支援や求人の開拓などを
実施していく。
　また、地元就職促進に向
け、地元企業へのインターン
シップにも積極的に取り組ん
でいくとともに、新型コロナ
ウイルス感染症防止のため、
これまで実施してきたバスツ
アーからオンラインでの企業
PRに手法を変えるなどの見直
しを図る。
　さらに、外国人材について
も、留学生などを中心に市内
企業への就職促進を支援する
よう、専門家による相談対応
やマッチング支援なども推進
してしていく。
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

345 人 360 人 375 人

実
績

314 人

達
成
率

91.0 ％

目
標

4,200 人 4,300 人 4,400 人

実
績

4,136 人

達
成
率

98.5 ％

目
標

710 人 720 人 730 人

実
績

890 人

達
成
率

125.4 ％

目
標

2,000 人 2,000 人

実
績

達
成
率

減額 3,200 順調

　地元就職促進のため、短期
長期のインターンシップに取
り組むほか、地元企業の若手
社員と学生の交流会を実施す
るなど、企業のインターン
シッププログラムの魅力や、
地元企業の認知度の向上を図
る

9,00062 ❽
インターン
シップ等推進
事業

❽

九州・山口一
円の新卒者地
元就職強化事
業

400人
(R6年
度)

継続 10,000インターンシッ
プ参加者数

223人
(H30年
度)

雇用
政策
課

　市内をはじめ、
九州・山口一円の
学生の就職支援と
市内企業の採用支
援を目的に、合同
会社説明会や業界
研究イベント、学
生と企業が出会う
機会を従来の対面
型に加えて、オン
ラインで提供す
る。

―

　「コロナ禍における新卒者
地元就職強化事業」と「九
州・山口一円の学生就職応援
プロジェクト」を統合。就職
関係のイベントにおいて、
Webの活用を強化し、市内外
の学生の市内就職を促進す
る。

63

雇用
政策
課

　市内就職を希望
する学生と企業と
のマッチングを体
系的に推進するこ
とで、若者の地元
就職及び地元企業
の人材確保につな
げる。

九州・山口一円
の学校からの市
内企業への新卒
就職者数

64 ❽

人手不足企業
への早期再就
職・正規就職
支援事業

雇用
政策
課

　市内就業支援施
設の就業相談カウ
ンセラーや就職
マッチング支援員
を増員し、失業者
の再就職や就職氷
河期世代の正社員
就職を支援する。
また、早期の就職
に繋げるため、人
手不足業種へチャ
レンジする求職者
には、短期の資格
取得支援等を実施
する。

市外の学校から
市内企業への新
卒就職者数

680人
(H30年
度)

750人
(R6年
度)

14,000 ― 7,400

4,106人
(R1年
度)

4,600人
(R6年
度)

― ―

　早期の再就職・正規就職を
支援するために、製造、建
設、介護などの人手不足業種
へチャレンジする求職者につ
いて、就職に有利となる短期
の資格取得支援を更に積極的
に案内し、異業種へのスムー
ズな労働移動を支援する。

37,000 35,000 減額 7,875 ―

就業支援施設
（若者ワークプ
ラザ北九州、高
年齢者就業支援
センター）の就
職決定者数

―
2,000人
（毎年
度）

―
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

700 人 700 人 700 人

実
績

786 人

達
成
率

112.3 ％

目
標

100 件 200 件 200 件

実
績

384 件

達
成
率

384.0 ％

目
標

50 件 50 件 50 件

実
績

51 件

達
成
率

102.0 ％

目
標

300 件 300 件 300 件

実
績

74 件

達
成
率

24.7 ％

目
標

25
億
円

実
績

2
億
円

達
成
率

8.0 ％

Ⅳ-3-
(2)-③
能力や
意欲を
活かし
た中高
年齢者
や障害
のある
人の就
業促進

65
③
④
❽

高年齢者就業
支援センター
運営事業

67
③
❽

シニアの働き
やすいお仕事
開拓事業

雇用
政策
課

　シニア層が働き
やすい多様な求人
を開拓し、雇用の
ミスマッチを解消
することで、高年
齢者の就業率向上
を図る。

　引き続き、北九州市高年齢
者就業支援センターとシニ
ア・ハローワーク戸畑が連携
し、効果的・効率的なマッチ
ングを図り、中高年齢者の就
業支援を行う。
　また、シニアの多様な就労
ニーズにこたえるため、シニ
ア層が働きやすい求人を開拓
することで、雇用のミスマッ
チ解消を図っていく。
　令和4年度に向けては、高
年齢者就業支援センターの積
極的な広報に努め、利用者の
増加につなげるとともに、開
拓した求人とのマッチングに
より高齢者の就業率の更なる
向上を図る。

66
③
❽

セカンドキャ
リア支援プロ
ジェクト

雇用
政策
課

維持 6,170 順調

　新型コロナウイルス感染症
の感染防止対策を講じなが
ら、シニア・ハローワーク戸
畑等の関連機関と連携して、
中高年齢者の就労を支援して
いく。また、一括委託（高年
齢者就業支援センター、若者
ワークプラザ、ウーマンワー
クカフェ）の強みを生かし、
年齢や性別にかかわらない、
切れ目のない支援体制を構築
していく。

順調
2,210 大変

順調

　新型コロナウイルス感染症
の影響で、シニア層のU・I
ターン希望者も減少してお
り、既存の登録者のマッチン
グに注力するとともに、新規
登録者獲得に向けた広報に取
り組む。

　引き続き、シニアのニーズ
にあった短時間勤務や軽易作
業の切り出しなどを企業に提
案するとともに、高年齢者就
業支援センター登録者との
マッチングを図っていく。

3,500人
(R2～R6
年度)

継続 31,800 32,984
雇用
政策
課

　高年齢者就業支
援センターを拠点
として、高年齢者
に対し就業支援を
実施する。また、
就業に関連するセ
ミナーを実施す
る。

中高年齢者の就
職者数

768人
(H30年
度)

企業への働きか
けによるシニア
向け求人開拓数

7,000 7,000 維持

　U・Iターン求人
支援員が、U・I
ターン希望者を対
象として市内企業
を訪問し、潜在的
ニーズを発掘する
など機能を強化す
る。

首都圏等におけ
るセカンドキャ
リア転職希望者
と市内企業が求
める人材との年
間仲介件数

368件
(H30年
度)

200件
(毎年
度)

継続

MICE
推進
課

　キーパーソン等
へ本市の優位性
（アクセス・施
設・助成金）など
をPRするなどの誘
致活動を展開する
ことにより、本市
での国際会議・大
会等のMICE開催を
目指す。

MICE開催件数
183件
(H20年
度)

経済効果 ―

Ⅳ-4-
(3)-①
国内外
からの
観光の
推進

68
❽
⑨

国際会議等
MICE事業の推
進

4,632 4,632 維持 3,960 順調―

150件
（R2～
R4年
度）

継続

遅れ

　国際会議等MICE事業の推進
は、引き続きコロナ禍におけ
る変化にあわせた迅速かつ効
果的な事業の実施が求められ
る。
　そのため、MICE誘致におけ
る重要なインセンティブとな
るMICE開催助成金の制度改正
を効果的に行い、誘致力の強
化を図ることで「国際MICE都
市北九州」を引き続き目指し
ていく。

やや
遅れ

維持 12,400

300件
(R5年
度)

継続 157,920 156,520

　国際会議等MICE事業の推進
は、引き続きコロナ禍におけ
る変化にあわせた迅速かつ効
果的な事業の実施が求められ
る。そのため、MICE誘致にお
ける重要なインセンティブと
なるMICE開催助成金の制度改
正を効果的に行い、誘致力の
強化を図ることで「国際MICE
都市北九州」を引き続き目指
していく。
　また、観光振興推進事業に
ついては、本市の観光スポッ
トを安心して選んでいただけ
るよう、観光情報の整備やPR
を行うとともに、ターゲット
とするエリアや客層を絞り込
み、効果的なプロモーション
を行う。

25億円
(毎年
度)
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

2,460
万
人

実
績

1,014.3
万
人

達
成
率

41.2 ％

目
標

130
万
人

実
績

93.2
万
人

達
成
率

71.7 ％

目
標

976
億
円

実
績

550.8
億
円

達
成
率

56.4 ％

目
標

600,000 人

実
績

127,861 人

達
成
率

21.3 ％

やや
遅れ

　ウィズコロナ・アフターコ
ロナを見据えて、本市の観光
スポットを安心して選んでい
ただけるよう、観光情報の整
備やPRを行うとともに、ター
ゲットとするエリアや客層を
絞り込み、効果的なプロモー
ションを行う。

維持 9,150

産業観光客数
236,420

人
(H23年)

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

60万人
(R2年
度)

69
❽
⑪

観光振興推進
事業

観光
課

観光消費額
888億円
(H23年)

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

観光客数
2,242万

人
(H23年)

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光振興
プラン更新
時に設定

観光客数のうち
宿泊者数

119万人
(H23年)

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

継続

を行う。

　エージェント等
へのセールスや観
光プロモーション
の実施、本市の特
性を活かした「産
業観光」「夜景観
光」の推進、観光
案内所等でのおも
てなしの向上等に
より、観光振興を
図る。

82,902 81,828
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

70
万
人

実
績

6
万
人

達
成
率

8.6 ％

目
標

60 人 120 人 120 人

実
績

32 人

達
成
率

53.3 ％

目
標

5 件 5 件 5 件

実
績

5 件

達
成
率

100.0 ％

目
標

600,000 人

実
績

127,861 人

達
成
率

21.3 ％

目
標

13,000 人 13,000 人 13,000 人

実
績

1,391 人

達
成
率

10.7 ％

　外国人観光客の受入再開に
向けオンライン商談会・FAM
ツアーなどのデジタルを活用
したプロモーションを実施す
るとともに、受入再開後は、
現地セールス等を実施するこ
とにより回復するインバウン
ド需要の取り込みを図る。

インバウンド
誘致強化事業

観光
課

維持 17,40015,000 15,00070 ❽

　外国人観光客の
受入再開に向け
て、周辺自治体等
と連携してオンラ
イン商談会などの
デジタルを活用し
た各種プロモー
ションを実施する
とともに、広報物
多言語化などの受
入環境整備を行
う。また、受入再
開後は、現地旅行
社へのセールス等
を実施する。

外国人観光客数

69.1万
人

（H30年
次）

観光
課

　遊休不動産をリ
ノベーションの手
法を活用して再生
させ、新規創業者
や新規雇用者を創
出する。今後は、
他地区展開を行う
ことにより、小倉
北区以外のまちな
かのにぎわいを拡
大させる取り組み
を推進する。

リノベーション
まちづくり事業
を通じての新規
創業者・新規雇
用者数（累計）

277人
(H27～
H30 年
度)

リノベーション
まちづくりにお
ける事業化件数

5件
(H27年
度)Ⅳ-4-

(3)-②
にぎわ
いづく
りによ
る集客
交流産
業の拡
充

71 ❽
リノベーショ
ンまちづくり
推進事業

72
❽
⑪

＜新＞日本新
三大夜景都市
ブランドを活
用した夜景観
光促進事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　夜景都市として
の本市のブランド
を活かした旅行会
社向けプロモー
ションや観光客向
けイベント等を実
施することで、本
市の夜型観光を促
進し、更なる誘客
を図る。

産業観光客数
236,420

人
(H23年)

遅れ

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

継続

順調

夜景観賞クルー
ズ・ツアー等の
夜景観光客数

60万人
(毎年)

継続 15,000 10,000

300人
以上

(R2～R6
年度)

継続

　リノベーションスクールの
題材物件等の事業化へ向けた
支援を継続して行い、事業化
した案件については積極的に
PRしていく。また、本取り組
みを通じて、まちづくりを実
践できる「プレイヤー（民間
事業者）を発掘し、民間事業
者のビジネスベースとしての
取組を推進する。

やや
遅れ

　リノベーションまちづくり
推進事業については、令和元
年度より取り組んでいる、黒
崎地区におけるリノベーショ
ン事業を推進し、まちのにぎ
わいに繋がるリノベーション
物件の事業化に向けて、事業
者に寄り添った支援を行って
いく。
　日本新三大夜景都市ブラン
ドを活用した夜景観光促進事
業については、本市の夜景観
光・産業観光を安心して選ん
でいただけるよう、観光情報
の整備やPRを実施する。

遅れ

　「日本新三大夜景都市」ブ
ランドを活かしたプロモー
ションや夜景イベント等を実
施することで、本市の夜型観
光を促進し、更なる誘客を図
る。

維持 17,950

7,000人
(H27年
度)

13,000
人

(R4年
度)

減額

15,414 15,414

5件
(毎年
度)

7,650
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

2,460
万
人

実
績

1,014.3
万
人

達
成
率

41.2 ％

目
標

130
万
人

実
績

93.2
万
人

達
成
率

71.7 ％

目
標

976
億
円

実
績

550.8
億
円

達
成
率

56.4 ％

目
標

600,000 人

実
績

127,861 人

達
成
率

21.3 ％

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

現観光振興
プラン更新
時に設定

現観光
振興プ
ラン更
新時に
設定

60万人
(R2年
度)

観光
課

　エージェント等
へのセールスや観
光プロモーション
の実施、本市の特
性を活かした「産
業観光」「夜景観
光」の推進、観光
案内所等でのおも
てなしの向上等に
より、観光振興を
図る。

観光客数
2,242万

人
(H23年)

現観光振興
プラン更新
時に設定

観光客数のうち
宿泊者数

119万人
(H23年)

現観光振興
プラン更新
時に設定

❽
⑪

観光振興推進
事業

観光消費額
888億円
(H23年)

現観光振興
プラン更新
時に設定

継続 82,902 やや
遅れ

　ウィズコロナ・アフターコ
ロナを見据えて、本市の観光
スポットを安心して選んでい
ただけるよう、観光情報の整
備やPRを行うとともに、ター
ゲットとするエリアや客層を
絞り込み、効果的なプロモー
ションを行う。

やや
遅れ

　本市の観光スポットを安心
して選んでいただけるよう、
観光情報の整備やPRを行うと
ともに、ターゲットとするエ
リアや客層を絞り込み、効果
的なプロモーションを行う。

81,828 維持 9,150

産業観光客数
236,420

人
(H23年)

Ⅳ-4-
(3)-③
ホスピ
タリ
ティの
向上

73
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

実
績

達
成
率

目
標

10,381 人 10,484 人

実
績

達
成
率

目
標

60 人 120 人 120 人

実
績

32 人

達
成
率

53.3 ％

目
標

5 件 5 件 5 件

実
績

5 件

達
成
率

100.0 ％

目
標

83 ％ 83 ％ 83 ％

実
績

78 ％

達
成
率

94.0 ％

76

Ⅴ-1-
(3)-②
産業拠
点の整
備

　複数の企業から分譲時期等
について問い合わせを受けて
おり、市内で数少ない広大な
土地の一つとして注目度も高
いことから、産業基盤充実の
ため、早期の造成完了に向け
て事業を進めていく。

順調

　残り区画全ての造成に着工
できたことから、早期分譲の
ため、近接工事等との調整を
図り、造成工事の竣工を目指
す。

順調6,550増額204,934181,295継続
　北九州空港跡地
産業団地の整備を
行う。

企業
立地
支援
課

北九州空港跡
地産業団地整
備事業

⑧
❾

―

　令和3年10月まで事業実施
した結果、イベント開催のノ
ウハウや出店者との繋がりが
でき、将来的に持続可能な賑
わいづくりに繋がるものが出
てきた。イベントの事業費収
入（出展料、入場料、企業協
賛等）で開催できる見込みの
あるイベント（マルシェなど
の集客イベント）への支援を
継続する。

―

　黒崎地区が本市の副都心と
してふさわしい賑わいを取り
戻すことを目標に、商店街等
が主体となり、将来的にも持
続可能な賑わいづくりに繋が
る取組を積極的に支援してい
く。

10,587
人

（R5年
度）

11,000

Ⅴ-1-
 (2)-②

文化・
交流、
居住機
能を重
視した
副都心
づくり

74 ❽
黒崎応援プロ
ジェクト事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　黒崎地区の活気
を取り戻すため、
令和3年度から黒崎
地区でのイベント
等に支援をする。

黒崎地区商店街
エリアの空き店
舗率の改善

19.5％
(R2年
度)

黒崎地区歩行者
通行量（人/
日）

10,279
人

(R2年
度)

11,000 維持 6,150

R2年度
比0.6ポ
イント
改善

(R5年度
:18.9％

)

―

リノベーション
まちづくり事業
を通じての新規
創業者・新規雇
用者数（累計）

277人
(H27～
H30年
度)

300人
以上

(R2～R6
年度)

継続

Ⅴ-1-
(2)-③
未利用
地等の
活用

75 ❽
リノベーショ
ンまちづくり
推進事業

商
業・
サー
ビス
産業
政策
課

　遊休不動産をリ
ノベーションの手
法を活用して再生
させ、新規創業者
や新規雇用者を創
出する。今後は、
他地区展開を行う
ことにより、小倉
北区以外のまちな
かのにぎわいを拡
大させる取り組み
を推進する。

　黒崎地区の遊休不動産をス
クールの題材とし、「プレイ
ヤー（民間事業者）」を発
掘・支援することで、まちな
かの未利用地の活用に繋げ、
賑わいの創出も図る。

リノベーション
まちづくりにお
ける事業化件数

5件
(H27年
度)

5件
(毎年
度)

順調

　リノベーションスクールの
題材物件等の事業化へ向けた
支援を継続して行い、事業化
した案件については積極的に
PRしていく。また、本取り組
みを通じて、まちづくりを実
践できる「プレイヤー（民間
事業者）を発掘し、民間事業
者のビジネスベースとしての
取組を推進する。

順調15,414 15,414 維持 17,950

R2年度比
0.2ポイント

改善
(19.3％)

R2年度比
0.4ポイント

改善
(19.1％)

67％
(H25年
度)

分譲率
100％
(R5年
度)

分譲率
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

60 社

実
績

達
成
率

目
標

7,000 ㎥

実
績

達
成
率

目
標

710,000 人 710,000 人 710,000 人

実
績

380,012 人

達
成
率

53.5 ％

増額 38,250有料観光施設の
利用者数

7,250

　本市は、陸・海・空の物流
インフラが充実しており、企
業がニーズに応じてインフラ
を選択して輸送出来ることに
強みがある。また、本市は本
州と九州の結節点に位置し、
地理的特性として物を集約し
易い。
　一方で、トラックドライ
バーの労働力不足や労働規制
強化が進んでおり、長距離の
幹線輸送については輸送の効
率化や輸送モードの切替え等
を行うべき転換期が到来して
いる。
　そこで、本市が有する陸海
空の物流インフラを活用しつ
つ、物流が抱える課題に対応
しながら本市物流の活性化を
促進するため、九州の発貨物
を本市に集積させる民間の取
組みを支援する。

60社
(毎年
度)

―

71万人
(毎年
度)

― 3,000

やや
遅れ

　観光客の安全確保を第一
に、施設の老朽化対策に注力
する。
　また、新型コロナウイルス
感染症の影響により落ち込ん
だ観光客を取り戻すため、指
定管理者への支援を強化す
る。
　さらに、地元まちづくり団
体等と一体となった観光振興
を継続して実施する。

26,000
㎥

（R6年
度）

―

勉強会・シンポ
ジウムへの参加
企業等の数

取組みにより本
市に集積した発
貨物の量（㎥）

―

―

718,783
人

(H29年
度)

やや
遅れ

―

　物流は企業活動に必須のも
のであることから、民間事業
者が物流施策のプレイヤーと
なることも多いと考えられ
る。また、物流を取り巻く環
境は大きく変化しており、そ
の対応には専門的な知見を有
する有識者のアドバイスを受
けるのが有益である。
　また、現状で、各輸送モー
ドの物流事業者や荷主企業が
一体となった業界団体は存在
しない。また、民間事業者、
有識者、行政が物流施策の推
進にあたり連携する場も存在
しない。
　そのため、産・学・官で連
携し、物流施策を推進してい
く体制として、「（仮称）物
流懇話会」を設立する。

―

継続

Ⅴ-1-
(3)-④
広域観
光拠点
の整備

79 ❽
門司港レトロ
リニューアル
事業

物流
拠点
推進
室

　本市が有する陸
海空の物流インフ
ラを活用し、物流
の活性化を促進す
るため、九州の発
貨物を本市に集積
させる取組みを支
援する。第一弾と
して、北九州市中
央卸売市場内にお
ける農産物を集約
した首都圏向け
フェリー輸送に対
して、必要となる
経費の一部を補助
することで、農産
物の集約拠点化を
支援する。

Ⅴ-1-
(3)-③
物流拠
点の整
備

77
❾
⑪

＜新＞物流活
性化推進事業

78

　物流事業者や荷
主企業等、有識
者、行政の産学官
で構成する「（仮
称）物流懇話会」
を立ち上げ、物流
業界における課題
をテーマとしたシ
ンポジウムや勉強
会等を開催し、本
市の物流活性化を
推進する。

―

488,373 665,678

― 7,250 ―

　老朽化の進む門司港レトロ
地区の観光施設の施設計画を
策定し、計画的に施設の長寿
命化に取り組む。また、新型
コロナウイルス感染症により
落ち込んだ観光客を取り戻す
べく、官民一体となった集客
イベントの実施など、誘客活
動を実施する。

　本市の物流の現状や課題、
ポテンシャルを踏まえつつ、
本市のさらなる物流拠点化に
向けて取り組む。

― 34,000❾
⑪

＜新＞九州発
貨物の集約拠
点化支援事業

門司
港レ
トロ
課

　門司港レトロ地
区において、さら
なる魅力向上施策
を推進し、観光客
誘致や観光消費額
の増加を促進す
る。

物流
拠点
推進
室
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

100 ha 85 ha 100 ha

実
績

72.13 ha

達
成
率

72.1 ％

目
標

50 ha 50 ha 50 ha

実
績

54 ha

達
成
率

108.0 ％

目
標

90 ha 90 ha 90 ha

実
績

83.1 ha

達
成
率

92.3 ％

　森林は、水を貯
え、土砂災害を防
ぎ、二酸化炭素を
吸収するなどの公
益的機能の働きに
よって、市民の生
活にさまざまな恵
みを与えている。
しかし、長期間手
入れがなされず、
荒廃した森林が増
え、このような働
きが低下し、市民
の生活に重大な影
響を及ぼすことが
懸念されている。
このため、平成20
年度に創設された
「福岡県森林環境
税」を活用し、荒
廃した森林の再生
を推進する。

農林
課

荒廃森林整備
事業

⑦
⑨
⑬
⓯

80

　引き続き広報活動に取り組
み、森林所有者に対する事業
の周知を図るとともに、荒廃
森林の整備を一層進めてい
く。
　また、福岡県へ事業メ
ニューの拡大を提案し、柔軟
な事業実施を目指す。

順調5,575増額90,50075,000拡大

110,29267,046継続

　長期的な林業の
低迷等により森林
の管理が適切に行
われないため、災
害防止や地球温暖
化防止など森林の
公益的機能の維持
増進に支障が生じ
る恐れがある。
　このため、令和
元年度から森林環
境譲与税を活用
し、適切な経営管
理が行われていな
い森林の整備及び
木材の利用促進等
を行う。

農林
課

森林環境保全
事業

⑦
⑨
⑬
⓯

81

平成30年度から
令和9年度の10
年間で公益的機
能が発揮できな
くなる恐れのあ
る私有林のスギ
林やヒノキ林の
整備面積

0ha
(H29年
度)

　荒廃森林整備事業について
は、引き続き「広報活動」に
取り組み、森林所有者に対す
る事業の周知を図るととも
に、福岡県へ事業メニューの
拡大を提案しながら、荒廃森
林の整備を一層進めていく。
　同じく、森林環境保全事業
についても、森林所有者への
事業の周知を強め、適切な森
林管理や木材生産を進めてい
く。

順調

―
200ha
(R5年
度)

経営管理権の設
定面積

15,582 維持 順調

　国は「みどりの食料システ
ム戦略」を策定し、食料・農
林水産業の生産力向上と持続
性の両立を目指した取り組み
を進めていくこととしてい
る。本市でも引き続き、環境
の保全と農業の生産力確保と
を両立する取り組みを推進し
ていく必要がある。

　環境に配慮した農業は大変
重要であるため、生産者に対
し必要に応じた情報提供を行
うなどし、今後も取り組みの
推進、実施面積の拡大を目指
す。

継続 15,651

　制度の広報活動に取り組
み、経営管理権設定の推進を
図る。また、引き続き森林整
備のための調査を実施し、管
理権取得を促進する。

順調5,575増額

5,400 順調

Ⅵ-2-
(1)-③
総合的
な緑
化・森
林整備
の実施

Ⅵ-3-
(3)-①
環境に
配慮し
た農林
水産業
の推進

82
❷
⑬

中山間地域・
生産環境保全
支援事業

農林
課

　地球温暖化防止
や生物多様性保全
に効果の高い営農
活動に取り組む農
業者に対して助成
する。

環境に配慮した
農業に取り組ん
だ面積

0ha
(H22年
度)

90ha
(R5年
度)

300ha
(R4年
度)
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産業経済局

指標名等 現状値
(基準値)

中期
目標

予算額
（千円）

予算額
（千円）

金額
（千円）

【Plan】　計画　 ／　【Do】　実施 【Check】　評価　 ／　【Action】　改善

施策番号
・施策名

No.
SDGs
ｺﾞｰﾙ
番号

基本計画の施策
を構成する

主な事業・取組

主要
事業
所管
課名

事業・取組概要
R2年度
局施策
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

R4年度 事業費
の増減

人件費
（目安）

R2年度
事業
評価

R4年度に向けて
強化・見直した内容

（課題に対する改善方法等）

事業評価の成果指標（目標・実績）
成果の
方向性

R3年度

R2年度 R3年度 R4年度

目
標

20 件 20 件 20 件

実
績

0 件

達
成
率

0.0 ％

目
標

1 件 1 件 1 件

実
績

0 件

達
成
率

0.0 ％

維持

　海外企業の本市
進出や、地元企業
との事業連携等を
促進するため、
ジェトロ北九州や
県などの関係機関
と連携して、本市
のビジネス環境な
どのPRを積極的に
行うとともに、PR
に必要なツールの
作成・整備を行
う。

本市への外国企
業・機関の進出
件数

1件
(H26年
度)

1件
(毎年
度)

8,558 8,915

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

　北九州市、ジェ
トロ北九州、（公
社）北九州貿易協
会の3機関で設置し
ている「北九州貿
易・投資ワンス
トップサービスセ
ンター（KTIセン
ター）」におい
て、販路開拓、部
品調達など地元企
業の国際ビジネス
推進を支援するこ
とにより、企業の
国際競争力の向上
を図る。

外国企業との成
約件数

17件
(H23年
度)

Ⅶ-2-
(3)-①
アジア
から本
市への
投資の
呼び込
み

84 ❽
国際競争力強
化支援事業
（対日投資）

ス
ター
ト
アッ
プ推
進課

減額 6,900 遅れ

　本市への進出に意欲的な外
国企業に本市の投資環境をPR
するとともに、ジェトロ等の
関係機関と連携し、国際ビジ
ネス環境の変化に対応した効
果的な誘致活動を実施する。

遅れ

　PR活動や誘致活動をとおし
て、外国企業のニーズ発掘に
努め、対日投資の拡大を図
る。

継続 4,490 4,133

17,300

　市内企業の海外展開を促進
するため、国際ビジネス環境
の変化を踏まえるとともに、
市内企業のニーズに対応した
支援に努める

遅れ

　市内企業のニーズを踏まえ
た販路開拓の機会を提供する
とともに、国際ビジネス環境
の変化に対応した商談機会の
創出に努める。

遅れ
20件
(毎年
度)

継続

Ⅶ-2-
(1)-③
北九州
発ブラ
ンドの
海外ビ
ジネス
支援

83 ❽
国際競争力強
化支援事業
（販路開拓）
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